
労働者派遣法施行状況調査結果
（派遣元に対する調査）

資料１－１

※ 速報値のため、今後数値等に修正があり得ます



平成24年改正派遣法及び平成27年改正派遣法に関する施行状況調査についての概要

（調査の趣旨）

平成24年改正派遣法及び平成27年改正派遣法により設けられた事項に関する検討を行うに当たっ
て、施行状況について早急に把握するための調査及び分析を行う必要が生じたことから実施した。

（調査対象）

○ 派遣元事業所 7,000事業所 ○ 派遣先事業所 13,000事業所

○ 派遣労働者 1,100人 ○ 日々又は短期（30日以内）就労者 310人

○ その他個人（正社員、契約社員、定年後再雇用、パート･アルバイト、自営、無職） 1,200人

※ 抽出方法について

＜派遣元事業所＞

人材サービス総合サイトの事業所の情報を元に、無作為に7,000事業所を抽出し、調査を実施した。

＜派遣先事業所＞

帝国データバンク社保有の法人データより、「派遣社員１名以上、従業員数10名以上」の条件で抽出した

13,000事業所に対して、調査を実施した。

＜派遣労働者等＞

調査会社に登録されているモニターを対象としたインターネット調査を実施した。
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（調査方法）

○ 派遣元事業所・派遣先事業所 ： 郵送したＵＲＬ等を通じたインターネット調査

○ 派遣労働者等 ： モニターに対するインターネット調査

（調査期間）

• 令和元年12月24日～令和２年１月17日：派遣元事業所・派遣先事業所

• 令和２年２月６日～10日：派遣労働者等

（有効回答数等）

（委託実施者）PwCコンサルティング合同会社
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対象者数 有効回答数

派遣元事業所 7,000 1,527

派遣先事業所 13,000 3,452

過半数組合･過半数代表者 620 620

派遣労働者等 2,610 2,610



派遣労働者の人事処遇制度とキャリア形成に関する調査についての概要
（雇用安定措置及びキャリア形成支援に関する主な調査結果の抜粋）

（調査の趣旨）

派遣労働者へのキャリア形成支援や雇用安定措置状況について、全国の労働者派遣事業者の事業
所を対象に全数調査を行う。

（調査対象）

派遣元事業所 29,252事業所

※派遣事業開始2年以上経過している事業所を対象

（調査方法）

郵送したＵＲＬ等を通じたインターネット調査

（調査期間）

令和元年9月17日～10月31日

（有効回答数等）

7,370件

（実施者）

独立行政法人 労働政策研究・研修機構
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速報値



回答事業所の属性
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○回答事業所の企業全体の労働者数等
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○ 企業全体の労働者数（N＝1,527） （単位：％）

29人以下 30～49人 50～99人 100～299人 300～499人 500～999人 1,000人以上

11.4 8.4 12.6 22.5 10.3 8.6 26.0

○ 労働者派遣事業の開始年（N＝1,527） （単位：％）

1985～1989年 1990～1994年 1995～1999年 2000～2004年 2005～2009年 2010～2014年 2015～2019年

10.6 3.7 10.9 33.5 24.6 6.4 10.3



日雇派遣
（１ヶ月超派遣との比較を含む）
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○派遣実績の有無（雇用期間１ヶ月超／日雇派遣）
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雇用期間１ヶ月超の派遣労働者 日雇派遣

無期雇用・有

期雇用どちら

も実績がある
51.9%

無期雇用のみ

実績がある
22.7%

有期雇用のみ

実績がある
12.0%

どちらも実

績がない
13.4%

ある
9.8%

ない
90.2%

（N＝1,527）

※ 2019年における実績

（N＝1,527）



○派遣実績のある業務内容（業務A群）（雇用期間１ヶ月超／日雇派遣）
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1.7% 1.1%
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6.0%
8.2%

1.7% 1.9%
1.7%

1.7% 1.4%

45.8%
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0.7%

14.0%

10.0%

3.3%

0.7% 1.3%

4.7%
2.7% 1.3%

4.0%

20.7%

2.0%

0.7%

3.3% 2.7%

1.3% 1.3%

59.3%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

雇用期間１ヶ月超 日雇

（N＝1,322） （N＝150）

※ 2019年の実績
※ 該当するもの全て



○派遣実績のある業務内容（業務B群）（雇用期間１ヶ月超／日雇派遣）
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20.5%
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23.4%
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9.2%
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10.7% 10.7%

4.0%

10.7%

4.7%

0.0%
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3.3%

28.0%

0.0%
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（N＝1,322） （N＝150）

※ 2019年の実績
※ 該当するもの全て



○日雇派遣労働者の月当たり就業日数
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1日未満
2.7%

1日
15.3%

2～7日
46.7%

8～14日
23.3%

15～21日
8.0%

22～28日
1.3%

29～30日
2.7%

※ 最も多いもの

（N＝150）



○日雇派遣に係る派遣契約／雇用契約の単位

11

派遣契約の単位
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15.3%

32.7%
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雇用契約の単位

54.0%

14.7%

31.3%

0.0%
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30.0%
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50.0%

60.0%
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※ 派遣先との派遣契約の単位について、
最も多いもの

※ 派遣労働者との雇用契約の単位について、
最も多いもの

（N＝150） （N＝150）



○教育研修の実施状況（雇用期間１ヶ月超／日雇派遣）
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【実施している教育研修】※該当するもの全て (N＝1,289)
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【実施している教育研修】※該当するもの全て (N＝135)



○派遣場所の巡回状況／派遣先からの就業状況の報告状況（雇用期間１ヶ月超／日雇派遣）
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派遣場所の巡回状況

派遣先からの就業状況の報告状況

62.8%

19.0%
14.9%

2.5% 0.8%

42.7%

24.0%
27.3%

6.0%

0.0%
0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

必ず行っている ほとんど行っている 時々行っている あまり行っていない 全く行っていない

雇用期間１ヶ月超 日雇
（N＝1,322） （N＝150）

68.3%

20.5%

9.4%

1.4% 0.4%

60.0%

17.3%
20.7%

2.0% 0.0%
0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

必ず受けている ほとんど受けている 時々受けている あまり受けていない 全く受けていない

雇用期間１ヶ月超 日雇

（N＝1,322） （N＝150）



○トラブルや問題の発生状況（雇用期間１ヶ月超／日雇派遣）
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22.1%

18.5%

12.4%

37.9%

2.8%
0.4%

3.1%
1.7%

0.5% 0.1% 0.1% 1.9%

50.8%

4.7%

11.3%

4.0%

31.3%

4.0%

0.7% 0.7% 1.3%
0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

62.7%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%
雇用期間１ヶ月超 日雇
（N＝1,322） （N＝150）

※ 該当するもの全て



○日雇派遣で前日／当日に仕事がなくなった場合の対応
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12.0%

30.7%

6.7%
4.7%

25.3%

3.3% 4.0%

51.3%

20.7%

30.0%

2.7%
4.0%

13.3%

2.0% 1.3%

54.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

前日 当日

※ 該当するもの全て

（N＝150）



○年収要件の確認状況／確認手続きに対する考え
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公的証明

書(所得証

明書、源泉

徴収票等)

のコピーの

提出
55.3%

自己申告

書へのサ

イン
20.0%

口頭での

確認
14.0%

確認して

いない
10.7%

（N＝150）

年収要件の確認状況

確認手続

きは必要
43.3%

確認手続

きは不要
30.7%

わからない
26.0%

（N＝150）

年収要件の確認手続きに対する考え



○日雇派遣の原則禁止／年収要件の基準に対する考え
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日雇派遣を全て

可とするべき
6.4%

日雇派遣は原

則可とし、例外

的に禁止業務/

属性を設定す

べき
20.4%

日雇派遣は原

則禁止のまま

とし、例外業務

/属性を拡大す

べき
8.4%

今のままでよい
26.7%

日雇派遣は例外

なく禁止すべき
4.3%

わからない
33.9%

（N＝1,527）

日雇派遣の原則禁止に対する考え

基準を撤廃し

たほうがよい
18.0%

基準を引き下

げたほうがよい
16.8%

今のままでよい
20.2%

基準を引き上げ

たほうがよい
1.4%

わからない
43.6%

（N＝1,527）

年収要件の基準に対する考え



日雇紹介
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○日雇紹介の実績の有無
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ある
3.6%

ない
95.1%

わからない
1.3% （N＝1,527）

※ 2019年の実績



○日雇紹介実績のある業務（業務A群／業務B群）
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業務A群

0.0% 0.0% 1.8% 1.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.6% 0.0% 3.6% 0.0% 0.0% 1.8% 0.0% 0.0% 0.0%

87.3%
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80.0%
90.0%

100.0%

（N＝55）

29.1%

3.6%

14.5%

3.6%

10.9%

3.6%
0.0%

7.3%

1.8%

7.3%
10.9%

1.8%
0.0%

1.8%
5.5%

25.5%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

業務B群
（N＝55）

※2019年の実績 ※該当するもの全て



○日雇紹介で前日／当日に仕事がなくなった場合の対応
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16.4%

21.8%

0.0%
1.8%

21.8%

3.6%

10.9%

49.1%

32.7%

23.6%

7.3%
10.9%

16.4%

0.0%
3.6%

45.5%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

前日 当日

（N＝55）

※ 該当するもの全て



グループ内派遣
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○グループ内派遣の実施状況／直近５年程度のグループ内派遣の動向
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行っている

22.2%

行っていない

77.8%

実施状況 直近５年程度のグループ内派遣の動向

20.6%

16.2%

46.3%

12.7%

4.1%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

減少傾向である どちらかというと

減少傾向である

特に変化はない どちらかというと

増加傾向である

増加傾向である

（N＝1,527） （N＝339）



マージン率
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○マージン率／マージン率の内訳
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30.4%

（N＝836）

※2018年度の実績（回答事業所の平均値）

回答のあったマージン率の平均値

割合

教育訓練費 （N＝154） 2.4％

福利厚生費 （N＝148） 3.4％

社会保険料・労働保険料 （N＝274） 11.4％

営業利益 （N＝246） 5.9％

回答のあったマージンの内訳ごとの
派遣料金に占める割合の平均値

※各項目毎の割合の平均値であり、
マージン率の平均値と上記の合計は一致しない



離職後１年以内派遣禁止
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○離職後１年以内派遣禁止の該当者の有無／雇用形態／勤続年数／離職理由
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あった
9.7%

なかった
90.3%

離職後１年以内派遣禁止
の該当者の有無

30.4%

77.7%

12.2%

0.0%

50.0%

100.0%

正社員 正社員以外 把握していない

離職前の雇用形態

離職前の勤続年数

33.1%
39.9%

22.3%

11.5% 14.2%

29.1%
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20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

1年未満 1年以上、3年未満 3年以上、5年未満 5年以上、10年未満 10年以上 把握していない

離職理由

10.8%

40.5% 39.2% 43.9%

16.2%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

会社都合(雇用

期間満了を除く)

自己都合(病気/

出産/育児･介護

/配偶者の転勤等)

その他の自己都合 雇用期間満了 把握していない

（N＝1,527）

（N＝148） ※該当するもの全て

（N＝148） ※該当するもの全て

（N＝148）※該当するもの全て

※2019年の実績



○離職後１年以内派遣禁止に対する考え
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禁止すべきでない
18.4%

制限は必要だ

が期間は1年よ

り短くすべき
18.8%

今のままでよい
34.9%

制限は必要

で期間は1年

より長くすべ

き
1.2%

わからない
26.6%

（N＝1,523）



個人単位の派遣期間制限／特定目的行為の禁止

29



○個人単位の派遣期間制限

30

制限は必要だが、3年

より短縮すべき
1.4%

今のままでよい
24.3%

制限は必要で、3

年より延長すべ

き
15.9%

制限は不要
41.0%

わからない
17.4%

（N＝1,527）



○特定目的行為の禁止に対する考え

31

禁止すべき
25.4%

禁止すべきでな

い
26.9%

わからない
47.7%

（N＝1,527）



派遣労働者の人事処遇制度と
キャリア形成に関する調査

32



○派遣労働者のキャリア相談・面談方法

33

68.4%

26.4%

35.5%

6.7%

9.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

営業担当者が日々のフォ

ローの中で相談に乗って

いる

営業担当者がフォローと

は別にキャリア相談の機

会を設けている

希望者のみキャリアコン

サルタントがキャリア相談

に応じている

稼働者全員がキャリアコ

ンサルタントによるキャリ

ア面談を受けている

その他

（N＝6,365）
※集計ベース：
2018年度に派遣
労働者が1人以上
いる事業所

速報値

※ 該当するもの全て



○実施している派遣労働者への研修

34

75.0%

85.3%

71.2%

69.3%

60.6%

35.4%

22.3%

8.6%

56.0%

32.3%

28.2%

23.5%

2.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

派遣前研修（派遣先での仕事に直接関係

する内容で、先立って行われる研修）

安全衛生に関する研修

情報保護に関する研修

コンプライアンス研修

ビジネスマナー研修（名刺の渡し方や電話

応対等、社会人スキル研修）

初級ＯＡスキル研修（初歩のワード、エクセ

ル等）

上級ＯＡスキル研修（エクセル・マクロ、ア

クセス構築等）

語学研修

階層別研修（リーダーシップ、マネジメント

研修）

職務に必要な資格取得に関する研修（簿

記、証券外務員、フォークリフトなど）

職務別専門研修（経理、貿易、営業、ＳＥ、

ＲＭ等の実務研修）

キャリアセミナー（派遣労働者のキャリア意

識の啓発等）

上記にあてはまる研修はない

（N＝6,365）
※集計ベース：
2018年度に派遣労
働者が1人以上い
る事業所

速報値

※ 該当するもの全て



○教育訓練等を利用しない者の割合

35

０割
48.2%

１割
10.9%

２割
6.5%

３割
7.2%

４割
2.4%

５割
7.4%

６割
2.9%

７割
4.2%

８割
3.6%

９割
2.7%

10割
4.0%

（N＝6,365）
※集計ベース：
2018年度に派遣
労働者が1人以上
いる事業所

速報値

※事業所の実施する教育訓練等を
利用しない者が派遣労働者全体
の何割かを問うている質問

※「０割」は教育訓練等を派遣労
働者全員が受けていることを示す



○教育訓練計画対象者で教育訓練等の受講を希望しない者に対する受講を促す施策

36

41.3%

64.0%

16.0%

6.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

受講を促すメールや案内を送る

フォローの担当者等が受講を促す

特に何もしない

その他

（N＝6,365）
※集計ベース：
2018年度に派遣労
働者が1人以上い
る事業所

※ 該当するもの全て

速報値



○教育訓練等の効果

37

45.4%

48.6%

56.3%

19.4%

3.1%

24.2%

51.9%

23.7%

14.9%

4.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

派遣労働者の満足度を高めることができる

能力向上に対する派遣労働者の希望に答

えられる

派遣労働者のキャリア意識を高めることが

できる

派遣会社としてのイメージがよくなる

派遣労働者の登録者数が増える

派遣労働者の定着率があがる

派遣労働者の質を一定以上のレベルに保

つ

派遣労働者の付加価値を上げ、より高い派

遣料金で派遣できる

派遣労働者に紹介する仕事が増える

その他

（N＝6,365）
※集計ベース：
2018年度に派遣
労働者が1人以上
いる事業所

※ 該当するもの全て

速報値



○雇用安定措置の説明・周知方法

38

53.1%

20.8%

3.2%

11.4%

10.4%

11.7%

3.6%

29.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

派遣会社の担当者との面談で説明

する

書面を配布している（パンフレット、ち

らし、給与明細など）

派遣労働者用のＷＥＢサイト（マイ

ページなど）

メール

説明会、登録会、勉強会など

電話

その他

対象者がいないので、行っていない

（N＝6,365）
※集計ベース：
2018年度に派遣労
働者が1人以上い
る事業所

※ 該当するもの全て

速報値



○雇用安定措置の希望者数の割合

39

速報値

※2018年度の実績

派遣先への直接雇用

の依頼（１号措置）
15.0%

新たな派遣先の提供

（２号措置）
67.7%

派遣元で派遣労働者以

外の労働者としての無期

雇用（３号措置）
6.7%

その他安定した雇用

の継続を図るための

措置（４号措置）
10.6%

（N＝ 75,591 ）
※集計ベース：
2018年度に派遣労
働者が1人以上いる
事業所（N=6365）
における希望者総数



○雇用安定措置の実施者数(全体)の割合

40

P

速報値

※2018年度の実績

19.3% 66.9% 6.0% 7.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

派遣先への直接雇
用の依頼（１号措
置）

新たな派遣先の提
供（２号措置）

直接雇用

された
48.2%

直接雇用され

なかった
51.8%

１号措置のうち、派遣先に
直接雇用された人の割合

派遣元で派遣労働者以外の労働者
としての無期雇用（３号措置）

その他安定した雇用の継続を
図るための措置（４号措置）

新たな派遣先

で就業した
76.5%

新たな派遣先

で就業しな

かった
23.5%

２号措置のうち、新たな派
遣先で就業した人の割合

（N=64,046）
※集計ベース：1～
4号のいずれかの措
置を講じた事業所で
の、措置を講じた総
人数



○雇用安定措置の実施者数(３年見込みの者)の割合

41

速報値

※2018年度の実績

直接雇用

された
46.5%

直接雇用され

なかった
53.5%

１号措置のうち、派遣先に
直接雇用された人の割合

新たな派遣先

で就業した
75.5%

新たな派遣先

で就業しな

かった
24.5%

２号措置のうち、新たな派
遣先で就業した人の割合

26.7% 50.7% 12.6% 10.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

派遣先への直接雇用
の依頼（１号措置）

新たな派遣先の提
供（２号措置）

派遣元で派遣労働者以外の労働者
としての無期雇用（３号措置）

その他安定した雇用の継続を
図るための措置（４号措置）

（N=19,714）
※集計ベース：1～
4号のいずれかの措
置を講じた事業所で
の、措置を講じた３
年見込みの者の数



○直接雇用の依頼を講じたにもかかわらず、派遣先の直接雇用に至らなかった理由

42

39.7%

16.0%

49.0%

7.1%

16.5%

9.4%

12.2%

12.2%

派遣先の基準に比べて派遣労働者

の能力が不足しているから

派遣先の登用試験や面接試験に

不合格だったから

派遣先に新規の採用枠がなかったから

派遣先で、派遣労働者がこれまで

従事してきた業務が廃止されたから

専門的業務であること等により、

派遣先が当該業務で直接雇用

することを想定していないから

派遣先との間で、直接雇用が成立した場合の

手数料の条件が折り合わなかったから

その他

わからない

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

（N＝680）
※集計ベース：
第１号措置を講じた
が、直接雇用に至ら
なかった派遣労働者
がいる事業所

速報値

※ 2018年度の実績
※ 該当するもの全て



14.8%

6.8%

14.2%

3.2%

21.8%

16.2%

57.7%

36.4%

54.0%

51.5%

7.4%

1.4%

2.6%

1.7%

3.0%

2.0%

1.5%

1.1%

0.6%

0.6%

59.5%

32.6%

45.7%

40.5%

23.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

派遣先の直接雇用

有期雇用のまま

新しい派遣先に派遣

無期雇用に転換し

新しい派遣先に派遣

有期雇用のまま同じ派遣先

企業の異なる部署に派遣

無期雇用に転換し同じ派遣先

企業の同じ部署に派遣

月給額、年収額とも上がる場合が多い

月給額、年収額ともほぼ変わらない

月給額は下がるが、賞与などの支給で年収額はほぼ変わらない

月給額、年収額とも下がる場合が多い

そのようなパターンがなかった

○ 雇用安定措置の措置別の月給額・年収額の変化

43

（N＝2,825）
※集計ベース：
第1～4号までの
措置を講じた事
業所

速報値


